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（the Trial Division）と控訴院（the Court of Appeal）によって構成される。（ヴィクトリ














で示した。例えば，declaration of inconsistent interpretation
を法不適合宣言
0 0 0 0 0 0
とした。ただし，註 Note 及び例 Example については一々傍点を付し
ていない。
一　 原文太字はゴチックで示した。例えば，The Parliament of Victoria therefore 
enacts: をヴィクトリア州議会は従って以下のような法を制定するとした。
一　 ヴィクトリア州政府が公開している訳文のワードフォーマット版（06-43a006.doc）に
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（1）　本憲章は（第 3 部第 3 節並びに第 4 節を除いて）2007 年 1 月 1 日より施行する。
























0 0 0 0
は，州最高裁判所（the Supreme Court），郡裁判所（the County Court），州簡
易裁判所（the Magistrates’ Court）又は少年裁判所（the Children’s Court）を意味する。
［第 3 第 1 項裁判所の定義は 2008 年法律第 77 号第 129 条（附則 2 項目 5）で挿入。］
　法不適合宣言
0 0 0 0 0 0 0























0 0 0 0 0 0 0 0
は，第 31 条の下で議会によって行われる宣言を意味する。
　議会委員会







0 0 0 0 0
（public authority）は，第 4 条で規定された意味である。
　制定法上の規定






意味する；［第 3 条第 1 項公判の定義は 2009 年法律第 68 号第 97 条（附則，項目 18.1）で
挿入。］
　ヴィクトリア州警察





























0 0 0 0 0 0 0 0 0










0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（on behalf of the State or a public authority）
に関しては，第 4 項及び第 5 項参照。
⒟　ヴィクトリア州警察；又は






















に逮捕権能を与えている。［第 4 条第 2 項⒜に対する例は 2010 年法律第
















⒜　 第 2 項に列挙した諸要素は，当該機能が公的性質を持っているとの決定を考慮に
入れ得る諸要素を除外するものではない；及び
⒝　 第 2 項に規定された諸要素のうち一又はそれ以上が〔当該〕機能に現に関わって
いるかどうかという事実は，必ずしもその機能が公的性質を持つという結論を導
かない。


















⒜　 議会。議会が第 3 部第 1 節及び第 2 節の下での諸機能を果たす範囲内で；並びに
⒝　 裁判所及び審判所。それらが第 2 部及び第 3 部第 3 節の下での諸機能を果たす範
囲内で；並びに




































⒞　 彼又は彼女の全面的な，自由且つ十分な説明に基づく同意（full, free and informed 
１） この部分の原文はany less restrictive means reasonably available to achieve the purpose 






（1）   人は，奴隷にされてはならず，また苦役を課されてはならない。
（2）　人は，強制労働又は義務的労働をさせられてはならない。























































































































（2）　 第 1 項の規定にもかかわらず，裁判所又は審判所は，メディア組織の構成員又は他
の諸個人，又は一般公衆を，審理の全部又は一部から排除することが出来る。ただし，
そうすることが，本憲章以外の法によって許可された場合に限る。
註： 例えば，1986年州最高裁判所法（the Supreme Court Act 1986）第19
条2）は，最高裁判所が，訴訟手続の全部又は一部を公衆に対して非公開
とできる条件について規定している。また以下も参照。1958年郡裁判
所法（the County Court Act 1958）第80AA条3）及び1989年州簡易裁
























３）本条は，註 2 で示した州最高裁判所法第 19 条と基本的に同一の条文である。












































































ればならない。：参照，1994 年従位立法法第 21 条 5）。


















　(ga)　 2000 年情報プライバシー法（the Information Privacy Act 2000）の意味における個人の
プライバシーに対して不利益な影響を持ち得る行為若しくは慣例を不当に求め若しくは
権威づける場合；［(ga) は 2000 年法律第 98 号第 76 条で挿入された］






















⒝　 当該声明が作成されてから少なくとも 24 時間後にはその趣旨を通知できるが，当
る場合；［(gb) は 2001 年法律第 2 号第 116 条で挿入された］
　⒣　正義及び公正の諸原理に矛盾する場合；
　(ha)　 人権及び責任憲章に規定された人権と矛盾する場合；［(ha) は 2006 年法第 43 号第 47 条（附
則項目 7.4 によって挿入された）］
　⒤　その形式若しくは意図について説明を求める場合；



















































（3）　 第 1 項の下で，州最高裁判所の審理部によって問題の照会がなされる場合，当該照
会は控訴院に対して行われねばならない。［第 33 条第 3 項は，2009 年法律第 68 号
第 97 条（附則，項目 18.3）で改正。］

















































































（3）   本条は，私的性質の行為又は決定には適用されない。
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（4）　 第 1 項は，公的機関が，宗教組織（公的機関自体が宗教組織である場合を含む）が
宗教的な教義，信条又は原理に従って活動することを妨害するような方法で活動し
又は決定を下すことを要請しない。

















　　 　ただし，たとえば Oxford Australian Law Dictionary, by Trischa Mann, General Editor 






















⒜　 1978 年行政法（the Administrative Law Act 1978）又は最高裁判所規則（the 



























































（1）　 法務総裁は，本憲章運用の最初の 4 年経過後，その審査を行わねばならず，且つ，
当該審査報告書の写しを両議会に，2011 年 10 月 1 日に，又はその日以前に提出し
なければならない。













（1）　 法務総裁は，本憲章運用 5 年目から 8 年目についての審査を行わねばならず，且つ，
両議会に，2015 年 10 月 1 日に，又はその日以前に審査報告書の写しを提出しなけ
ればならない。





















































　本法第 2 部施行前か施行後かにかかわらず，本憲章のいかなる規定も，妊娠中絶 8）又は
堕胎に適用されるいかなる法にも影響しない。
第 49条　経過規定
（1）　 本憲章は，本憲章第 2 部施行以前又は施行後いずれに可決されたかを問わず全ての
法律に及び且つ適用され，並びに施行以前又は施行後に制定された全ての従属文書
に及び且つ適用される。
（2）　 本憲章は，本憲章第 2 部施行以前に開始されたか又は終結したいかなる訴訟手続に
も影響しない。
（3）　 本憲章第 3 部第 4 節は，該当の節施行以前に公的機関によって行われたいかなる行
為又は決定にも適用されない。
（4）　 2009 年刑事訴訟手続改正（間接的及び経過規定）法（the Criminal Procedure 
Amendment （Consequential and Transitional Provisions） Act 2009）附則，項目
第 18.3 によって改正された第 33 条第 3 項は，第 33 条第 1 項の下で照会された問題
に対して，同項目の施行期日又は施行期日より後に適用される。［第 49 条第 4 項は
2009 年法律第 68 号第 97 条（附則，項目 18.4）で挿入された。］
８） ヴィクトリア州では条件を満たす専門医師による妊娠中絶は合法である。Abortion Law 








1.1　　 第 4 条第 1 項の「平等機会」のための「委員会」の定義を，「ヴィクトリア州平等機会・
人権」のための「委員会」の定義に置き換える。
1.2　　 第 160 条第 1 項「委員会」の後に，「ヴィクトリア州平等機会・人権委員会の名の下に」
を挿入する。
1.3　　 第 160 条第 5 項の後に，以下を挿入する 9）。
　　　 　「第 6 項  人権及び責任憲章附則 1 によって制定された委員会名称の変更にかか
わらず，委員会は，当該変更以前のものと同様の組織としてその後も継続し，且つ，
当該変更は，いかなる行為，事柄，又は事項にも影響を与えない。」












Public Administration Act 2004）第 3 部の下で雇用されるべきである。
　　　　⒜　本法；
　　　　⒝　人権及び責任憲章；












































5.1　　第 7 条第 1 項⒡の「諸価値」を「諸価値；」に置き換える。








6.1　　 第 3 条で，「平等機会」のための「委員会」の定義を「ヴィクトリア州平等機会・人権」
のための「委員会」に置き換える。
6.2　　第 32 条第 1 項及び第 2 項における，「平等機会委員会」を「委員会」に置き換える。
７．　1994 年従位立法法（SubordinateLegislationAct1994）
7.1　　第 12 条の後に以下を挿入する。
























　⒤　 第 4 条 1 項⒜の下で，成文規則となるべき法律文書又は法律文書の集合を示し
ているだけである場合；又は
　ⅱ　 第 4 条第 1 項⒝の下で本法運用による文書又は文書の集合を免除するだけであ
る場合；又は
　ⅲ　 第 5 条第 1 項の下で，それを行わない限り 5 条によって無効となるであろう成
文規則の運用を拡張するだけである場合。」。
7.2　　第 14 条⒠における「第 6A 条」を「第 6A 条 ;」に変える。
7.3　　第 14 条⒠の後に以下を挿入する。
　　　「⒡　人権適合証明が要求された場合は，人権適合証明の写し；
　　 　⒢　人権適合証明が要求されなかった場合は，第 12A 条 3 項の下での主務大臣の
証明の写し。」。




8.1　　 第 3 条における「平等機会委員会」のための「訴訟手続」の定義を「ヴィクトリ
ア州平等機会・人権委員会」のための定義に変える。
8.2　　 附則 1 第 15 条の「平等機会委員会」を「ヴィクトリア州平等機会・人権委員会」
に変える。
8.3　　 附則 1 第 16 条第 1 項の「平等機会委員会」を「ヴィクトリア州平等機会・人権委員会」
に変える。
8.4　　 附則 1 第 20 条第 1 項及び第 2 項の「平等機会委員会」を「ヴィクトリア州平等機会・
人権委員会」に変える。








下院（立法議会）2006 年 5 月 4 日
上院（立法評議会）2006 年 7 月 19 日
　本法草案の正式名称は「人権を保護しかつ促進し，関連する諸法に対する必然的改正
及びその他の諸目的のため〔の法案〕」（to protect and promote human rights, to make 
consequential amendments to certain Acts and for other purposes）である。
　2006 年人権及び責任憲章法は，2006 年 7 月 25 日に可決され，以下に従って施行される。
　第 1 条～第 31 条，第 40 条～第 49 条及び附則 1 は 2007 年 1 月 1 日に：第 2 条第 1 項；





2008 年検視官法，2008 年法律第 77 号（Coroners Act 2008, No. 77/2008）
可決日：2008 年 12 月 11 日
施行期日：第 129 条（附則 2 項目第 5）について 2009 年 11 月 1 日：第 2 条
現状：この情報は，2006 年人権及び責任憲章法を改正する諸規定にのみ関わる。
2009 年刑事訴訟手続改正（間接的及び経過規定）法，2009 年法律第 68 号
可決日：2009 年 11 月 24 日
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留保規定（Savings）      48
科学的実験，扱い（Scientific experimentation, treatment） 10
制定法並びに規則審査委員会
　（Scrutiny of Acts and Regulations Committee ）  30




苦役（Servitude）      11
奴隷（Slavery）       11
適合性声明（Statements of compatibility）   28-29
制定法解釈（Statutory interpretation）   
　憲章と適合する      33-36, 40
　人権と適合すべき      32
　法案の人権との適合性     28-30
　不適合解釈宣言      3, 36-37, 41, 43
　定義        3
　人権の効力についての憲章との相互関係   41, 43
　人権と適合すべき解釈     32
　不適合拒絶宣言      3, 31, 41, 43
　解釈に関する問題      33-36, 40
従位立法（Subordinate instruments）
　制定法規定参照
州最高裁判所（Supreme Court）     33, 35-36
拷問（Torture）       10
労働組合（Trade unions）     16
経過規定（Transitional provisions）    49
ヴィクトリア州警察（Victoria Police）    3, 4
ヴィクトリア州平等機会・人権委員会
　（Victorian Equal Opportunity and Human Rights） 
　委員会の定義，憲章に関する機能，権能   41-42
　一定の手続における介入     36, 40
　一定の事項の通知      35, 36
　の報告書       41, 43
ヴィクトリア州公共サービス（Victorian public service）  4, 18
投票（Voting）       18
労働（Work）強制又は義務的労働，参照
